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(57) Abstract: In this ship, the outside planng on the main hull i s configured such that belt-shaped plate members ( l - 7, 3 1-3〕, 41-
50) account for 90 to 100% of the surface area of the outside plating thereon, said belt-shaped plate members extending in the longit
udinal direction of the hull and each having only a surface that can be formed by two-dimensional bending, a plane surface, or both.
Further, the outside plating below the load water line i s configured such that the belt-shaped plate members account for 90 to 100%
of the surface area of the outside plating below the load water line. Thus, the number of steps of heat-line bending, press worKing
and so on can be remarkably reduced while avoiding a lowering in the propulsive performance of a steel or light alloy ship, said
ste s being conducted by veteran engineers in working the plate members for use in the outside plating of a steel ship.

(57) 要約： 主船体の外板表面積の 9 0 % 以上でかつ 1 0 0 % 以下を占める外板を、 2 次元曲げ加工で形成
可能な面と平面のいずれかの面又は両方の面 しか持たず、かつ、船体長手方向に延びる帯状板部材 2 1
2 7 3 1 3 5 4 1 5 0 で形成する。更には、満載喫水線より下の外板表面の 9 0 %以上でかつ 1
O O Q/o以下を占める外板を、前記帯状板部材で形成する。これにより、鋼船又は軽合金船の推進性能の低
下を回避 しながら、鋼船の外板表面の板部材の加工において熟練技術者によるぎよう鉄作業やプレス加工
作業等の工数を著 しく少なくする。
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明 細 書

発明の名称 ：鋼船又は軽合金船

技術分野

[0001 ] 本発明は、鋼船又は軽合金船の外板表面の板部材の加工において熟練技術

者 によるぎよう鉄作業やプレス加工作業等の工数 を著 しく少な くすることが

できる鋼船又は軽合金船 に関する。

背景技術

[0002] 従来の船舶では、その外形 を形成する外板部分は、特 に平行部 と呼ばれる

船の平行な部分 （横断面の外形状が同 じ部分）以外の船首部や船尾部の外板

部分は、複雑な 3 次元曲げの形状 を して、 この部分は、平面に展開すること

ができない非可展面が多 く使用されているため、 この非可展面を平板か ら制

作するためには、熟練作業者 によるぎよう鉄 （造船業特有の厚鋼板の曲げ加

ェ）作業やプレス加工作業が必要不可欠になっている。そのため、多数の加

ェ時間を必要 と し、 また、加工精度の管理 も困難で、熟練作業者 を必要 と し

ていた。

[0003] この船体の曲げ加工が多い部分の加工を容易にするために、例えば、 日本

出願の実開平 5 — 9 2 0 9 0 号公報 （特許文献 1 ) に記載 されているように

、船体の船首端付近 と船尾端付近のいずれか一方又は双方の外板 にナ ックル

を設け、かつ、該ナ ックルか ら船体中心線で交わる船首端 と船尾端 にかけて

直線状 に加工 した外板 を配 し、尖鋭形状の船首部及び船尾部 と した船体形状

が提案されている。

[0004] しか しなが ら、 この船体形状では、船体形状が著 しく限定された船体形状

になって しまし、、造波抵抗減少のための船首バル ブの形状 を取 り入れること

ができず、船体の推進性能面に大 きな悪影響が発生するという問題がある。

[0005] また、 日本出願の特開平 8 — 2 3 9 0 8 2 号公報 （特許文献 2 ) に記載 さ

れているように、船首部 において、ナ ックルラインの間を垂直なフレームラ

インとなる船型 と し、船首バル ブ付 き船舶の船首材及び船体前半部の外板の



3 次元曲げを少な くして加工の手間を少な くし、建造 コス トを低 くすると共

に、仕上が り精度が良い船型の船首バル ブ付 き船舶が提案されている。

[0006] しか しなが ら、 この船舶では、船体の一部分が 2 次元曲げ加工で済むとい

う利点があるが、船首バル ブ及びその近傍や船底部分の 3 次元曲げが多 く、

熟練 したぎよう鉄作業又は 3 次元 プレス加工を必要 とする部分はそのままで

あるという問題がある。 また、建造の し易さに主眼を置いているので、推進

性能などの船舶の性能面に悪影響が生 じるという問題がある。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献 1 ：日本出願の実開平 5 _ 9 2 0 9 0 号公報

特許文献2 ：日本出願の特開平 8 _ 2 3 9 0 8 2 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] 本発明は、上述の状況を鑑みてなされたものであ り、その目的は、鋼船又

は軽合金船の推進性能の低下を抑制 しなが ら、外板表面の板部材の加工にお

いて熟練技術者 によるぎよう鉄作業やプレス加工作業等の工数 を著 しく少な

くすることができる鋼船又は軽合金船 を提供することにある。

課題 を解決するための手段

[0009] 上記の目的を達成するための本発明の鋼船又は軽合金船は、推進装置を装

備する鋼船又は軽合金船 において、主船体の外板表面積の 9 0 %以上でかつ

1 0 0 % 以下を占める外板 を、 2 次元曲げ加工で形成可能な面 と平面のいず

れかの面又は両方の面 しか持たず、かつ、船体長手方向に延びる帯状板部材

で形成 して構成する。なお、鋼船又は軽合金船 という意味は木造船等を除 く

という意味であ り、 また、主船体の外板表面積 においては、 フ ィンやダク ト

等の省エネルギー用の付加物、舵、スタンチューブ、 2 軸船のス トラッ 卜等

を除外するものとする。

[001 0] 2 次元曲げ加工で形成可能な面 と平面のいずれかの面又は両方の面 しか持



たない帯状板部材 で外板表面 の殆 どを占め る ことによ り、従来船 では多大な

時間 と特殊技術者 を要 していた 3 次元 曲 げの ぎ ょう鉄作業 や プ レス作業 を著

しく減 少又 は省略す る ことがで きる。言 い換 えれ ば、平面及び 2 次元 曲 げ加

ェ のみで形成 で きる帯状板部材 で外板 の殆 どの部分 を構成 す るので、特殊 な

技術 や工作機械 を必要 と しな くな る。 なお、帯状板部材 の 占め る割合 を船体

の外板表面積 の 9 0 % 未満 とす る と、 3 次 曲 げを必要 とす る面 が残 り、 ぎ よ

う鉄作業 や プ レス作業 の減 少効果 が少な く、性能悪化 の影響 が大 き くな り、

この構成 にす るメ リッ 卜が減 少す る。

[001 1] これ によ り、船舶 の プロック建造 に際 しての外板 プロックの制作 が、平板

を切 断 して 2 次元 的 に曲 げる加工 だ け とな るので、熟練 した技術者 や特殊 な

機 器 は必要 な く、平板切 り出 し用機 器 と曲 げ用 ロー ラ一があれ ば どこで も外

板 プロック （船舶 のパ ーツ） を製作 す る ことが可能 とな る。 その結果、造船

所 における工程管理 が容易 とな り、 また、作業 の開始 か ら終 了までの期 間で

あ る リー ドタイムの圧縮 が期待 で きるよ うにな り、安 い建造 コス トを実現 し

て廉価 な船舶 を提供 で きるよ うにな る。

[001 2] また、船体 の外板 を船体長手方 向 に延び る帯状板部材 で形成 す る ことによ

り、対象 とす る船体形状 に対 して、元 々の複雑 な曲面 で構成 された船体形状

を、帯状板部材 の集合体 に置 き替 える作業 が単純化 す る。 その上、船体表面

の流れ は船体長手方 向 に沿 つて流れ る ことが多 いので、船体長手方 向 に延び

る帯状板部材 で形成 す る とこの流れ を乱 す ことが少な くな り、推進性能 の低

下 を抑制 す る ことがで きる。

[001 3] 上 記 の鋼船又 は軽合金船 において、満載喫水線 よ り下の外板表面 の 9 0 %

以上 でかつ 1 0 0 % 以 下 を占め る外板 を、前記帯状板部材 で形成 す る と、従

来船 において比較 的曲 げ加工 が多 い外板部分 を帯状板部材 で形成 す る ことに

な るので、加工工数 の低減効果 が大 き くな る。 なお、帯状板部材 の 占め る割

合 を船体 の満載喫水線 よ り下の外板表面積 の 9 0 % 未満 とす る と、 3 次 曲 げ

を必要 とす る面 が多 く残 り、 ぎ ょう鉄作業 や プ レス作業 の減 少効果 が少な く

、性能悪化 の影響 が大 き くな り、 この構成 にす るメ リッ トが減 少す る。



[0014] 上記 の鋼船又 は軽合金船 において、 少な くとも船首又 は船尾の一方 におけ

る満載喫水線下の前記帯状板部材の隣接 する相互間の接合部 （ナ ックル） に

おいて、隣接 する前記帯状板部材が船体横断面 内でなす角度 （ナ ックル角）

を 9 0 度 よ り大 き く 2 7 0 度未満 とすると、接合部 を跨 ぐときのナ ックル角

の角度 が小 さ くな り、 よ り抵抗増加 を抑 えることがで きる。 なお、 ナ ックル

角 を 9 0 度以下又 は 2 7 0 度以上 とすると、接合部 （ナ ックル部）で流れが

屈折する角度 が急 にな り抵抗増加の抑制 が不十分 となる。

[001 5] 上記 の鋼船又 は軽合金船 において、 少な くとも船首又 は船尾の一方 におけ

る満載喫水線下の前記帯状板部材の隣接 する相互間の接合部 を船体 中央部 の

ビル ジ部 に直接又 はほかの接合部 を介 して接続 して構成 すると、帯状板部材

の接合部 （ナ ックル） を ビル ジ部 に収束 させ ることによ り、 この接合部 を流

線 が跨 ぐときの角度 を小 さ くするように構成 することがで き、抵抗増加 を抑

えることがで きるので、推進性能の悪化 を極 力避 けることがで きる。 この構

成 によ り、平面や円筒面等の単純 な面の切 り貼 り構造 （単純 な面パ ッチの組

み合わせ構造） に比べて抵抗増加 を少な くすることがで きる。

[001 6] 従 って、 3 次元曲げの曲面 を持つ従来船 の優れた性能 を有 する船舶 に対 し

ても、性能の劣化 を防止 しなが ら、 その外板表面 を容易 に帯状板部材の集合

体で近似 で きるようになる。

[001 7] 上記 の鋼船又 は軽合金船 において、満載喫水線 よ り下で、 かつ、船首端 の

位置 と船首垂線 か ら垂線 間長の 0 . 1 倍 の距離後方の位置 との間において、

船体の外板表面の 5 0 % 以上でかつ 1 0 0 % 以下 を占め る外板 を、前記帯状

板部材で形成 すると、従来船 において、特 に複雑 な曲げ加工 を必要 とする、

船首バル ブ等 を持つ船首部分の外板部分 を帯状板部材で形成 することになる

ので、加工工数 の低減効果が著 しく大 き くなる。 なお、帯状板部材の 占め る

割合 を船首側部分の外板表面積 の 5 0 % 未満 とすると、 3 次 曲げを必要 とす

る面が残 り、 ぎょう鉄作業や プ レス作業 の減 少効果が少な く、性能悪化の影

響 が大 き くな り、 この構成 にするメ リッ トが減 少する。

[001 8] 上記 の鋼船又 は軽合金船 において、船首バル ブの部分 に関 して、船首部 の



帯状板部材 を追加すると共 に、該追加 した帯状板部材が前記 ビル ジ部 まで延

びていかないように、該追加 した帯状板部材 と隣接 する帯状板部材 との間の

接合部 を点 に集約するか、若 しくは、該追加 した帯状板部材 と隣接 する帯状

板部材 との間の接合部 が集約する部分 に 3 次元曲げで形成 され る曲面状 の板

部材 を設 けると、 これ によ り、船首 / く' ル プ形状 を容易 に形成 することがで き

、船首 / く' ル プの効果 を得 ることがで きる。

[001 9] 上記の鋼船又 は軽合金船 において、満載喫水線 よ り下で、 かつ、船尾端 の

位置 と船尾垂線 か ら垂線 間長の 0 . 1 倍 の距離前方の位置 との間において、

外板表面の 5 0 % 以上でかつ 1 0 0 % 以下 を占め る外板 を、前記帯状板部材

で形成 すると、従来船 において、船首部分の次 に、 曲げ加工 を必要 とする船

尾部分の外板部分 を帯状板部材で形成 することになるので、加工工数 の低減

効果が著 しく大 き くなる。 なお、帯状板部材の 占め る割合 を船尾側部分の外

板表面積 の 5 0 % 未満 とすると、 3 次曲げを必要 とする面が残 り、 ぎょう鉄

作業や プ レス作業 の減 少効果が少な く、性能悪化の影響 が大 き くな り、 この

構成 にするメ リッ 卜が減 少する。

[0020] 上記の鋼船又 は軽合金船 において、船尾のスタンチ ュ一 プ周 りに関 して、

船尾のスタンチ ュ一 プ周 りの形状 を作 るための帯状板部材 を、平行部 まで延

ばすか、 も しくは、前記平行部 よ り船尾側 の部位 で、点 に集約 して、 当該帯

状板部材 を閉 じるか、若 しくは、 当該帯状板部材の接合部 が集約する部分 に

3 次元曲げで形成 され る曲面状 の板部材 を設 けると、 これ によ り、推進器へ

の水の流れ をもともとの船型 における 3 次元曲げで構成 された形状 の特徴 を

、 この船舶 の船型でも反映することが可能 となる。

[0021 ] 上記の鋼船又 は軽合金船 において、船体平行部 を平面の面 しか持たない前

記帯状板部材で形成 し、 ビル ジ部分の横断面形状 を多角形形状 とすると、従

来技術 では横断面形状 が円弧形状 で、 曲げ加工が必要であ った部分 を平面の

集合体で形成 で きるので、板部材の切断 と溶接 のみで制作で きるようにな り

、 曲げ加工及び曲げ加工用の設備 が不要 となる。 この船体平行部 が船体 に占

め る割合 は、船速が遅 くてもよいタン力一船等の大型肥大船 では非常 に大 き



いので、著しく加工工数を減少できる。

[0022] 上記の鋼船又は軽合金船において、船体を正面線図で見て、それぞれの前

記帯状板部材の船体長手方向に垂直な断面が船体前後方向にわたつて、その

帯状板部材で平行になるようにすると、つまり、船体の正面から見たときの

それぞれの帯状板部材における横断面の傾斜が一定となるようにすると、こ

れにより、対象とする船体形状に対して、元々の複雑な曲面で構成された船

体形状を、帯状板部材の集合体に置き替える作業がより単純化する。

発明の効果
[0023] 本発明の鋼船又は軽合金船によれば、鋼船又は軽合金船の船舶の推進性能

の低下を抑制しながら、外板表面の板部材の加工において熟練技術者による

ぎょう鉄作業やプレス加工作業等の工数を著しく少なくすることができる。

図面の簡単な説明
[0024] [ 図1]図 1は本発明に係る実施の形態の鋼船又は軽合金船の船舶における外板

表面を帯状板部材の集合体で形成した構成の例を示す船体の側面図である。

[図2]図2 は図 1の船体の底面図である。

[図3]図3 は図 1の船体の船首側の構成を示す船体の正面図である。

[図4]図4 は図 1の船体の船首側の構成を示す部分斜視図である。

[図5]図 5 は図 1の船体の船尾側の構成を示す船体の背面図である。

[図6]図6 は図 1の船体の船尾側の構成を示す部分斜視図である。

発明を実施するための形態
[0025] 以下、図面を参照して本発明に係る実施の形態の鋼船又は軽合金船 （以下

船舶という）について説明する。本発明を適用する対象の船舶は、推進装置

を装備する鋼船又は軽合金船であり、好ましくは、計画航海速力がフルード

数で0 . 1 ~ 0 . 5 である。つまり、観光船等の旅客船や、フェリ一等の連

絡船や、タン力一、液化ガス船、ケミカル船、ばら積み運搬船、鉱石運搬船

、自動車運搬船、コンテナ船等の貨物船や、自衛艦等の艦船や、巡視船や、

消防艇や海洋調査船等の特殊船を含む船舶を対象とし、形状がシンプルな滑

走艇等ゃ木造船等を対象から除いている。



[0026] なお、フル一 ド数とは速力をV とし、船の垂線間長をL p p とし、重力加

速度を g とした場合に、 F n = S Q R T ( ( V X V ) / ( g X L p p ) ) と

なる無次元数であり、速度を無次元表示で表す時に、造船界でよく用いられ

る表現である。このフルー ド数は、例えば、比較的低速のタン力一船では、

0 . 1 5 程度で、比較的高速のコンテナ船では、 0 . 2 6 ~ 0 . 2 8 程度で

ある。

[0027] そ して、本発明の効果が大きく得 られるのは、主に外洋を計画する速力で

効率的に運航されることが求められる一般商船である。計画航海速力として

は、一般商船では、フルー ド数は、 0 . 1 3 ~ 0 . 3 0 に設定されることが

多く、それらの船舶に対 して特に効果が期待される。また、一般商船の場合

、平行部を除く船首部 船尾部では、複雑な曲面が多用されており、本発明

の複雑な曲げ加工作業の低減効果も多く期待される。そのため、特に、比較

的低速のフルー ド数が 0 . 1 3 ~ 0 . 3 0 の船にとって、抵抗増加と建造コ

ス トの関係から、本発明が有効である。

[0028] 図 1 〜図 6 に示すように、本発明に係る実施の形態の船舶 1 0 においては

、主船体の外板表面積の 9 0 %以上でかつ 1 0 0 %以下を占める外板を、 2

次元曲げ加工で形成可能な面と平面のいずれかの面又は両方の面 しか持たず

、かつ、船体長手方向に延びる帯状板部材で形成 して構成する。

[0029] つまり、外板表面の殆どを、 2 次元曲げ加工で形成可能な面と平面のいず

れか面又は両方の面 しか持たず、かつ、船体長手方向に延びる帯状板部材 2

~ 2 6 3 1 3 5 4 1 ~ 5 0 の集合体で形成する。この帯状板部材 2

1 2 6 3 1 3 5 4 1 ~ 5 0 は、平面か、ローラ一曲げ加工で形成可

能な面であり、 3 次元曲げのぎよう鉄作業やプレス作業を必要とせずに制作

できるものである。

[0030] この外板表面の面積には、フィンやダク ト等の省エネルギー用の付加物、

舵、スタンチューブ、 2 軸船のス トラッ卜等を含めない。なお、帯状板部材

2 1 2 6 3 1 3 5 4 1 ~ 5 0 の占める割合を船体の外板表面積の 9

0 %未満とすると、 3 次曲げを必要とする面が残り、ぎょう鉄作業やプレス



作業の減少効果が少な く、性能悪化の影響が大きくな り、 この構成にするメ

リッ 卜が減少する。

[0031 ] この構成によれば、 2 次元曲げ加工で形成可能な面 と平面のいずれか面又

は両方の面 しか持たない帯状板部材 2 2 6 3 1 3 5 4 1 ~ 5 0 で

外板表面の殆 どを占めることにより、従来船では多大な時間と特殊技術者を

要 していた 3 次元曲げのぎょう鉄作業やプレス作業を著 しく減少又は省略す

ることができる。言い換えれば、平面及び 2 次元曲げ加工のみで形成できる

帯状板部材 2 1 ~ 2 6 、 3 1 3 5 4 1 ~ 5 0 で外板の殆 どの部分を構成

するので、特殊な技術や工作機械を必要 としな くなる。

[0032] これにより、船舶のプロック建造に際 しての外板 プロックの制作が、平板

を切断 して 2 次元的に曲げる加工だけとなるので、熟練 した技術者や特殊な

機器は必要な く、平板切 り出 し用機器 と曲げ用ローラ一があればどこでも外

板 プロック （船舶のパーツ）を製作することが可能 となる。その結果、造船

所における工程管理が容易とな り、 また、作業の開始か ら終 了までの期間で

ある リー ドタイムの圧縮が期待できるようにな り、安い建造コス トを実現 し

て廉価な船舶を提供できるようになる。

[0033] その上、船体表面の流れは船体長手方向に沿 って流れることが多いので、

船体長手方向に延びる帯状板部材で形成するとこの流れを乱すことが少な く

な り、推進性能の低下を抑制することができる。

[0034] 更に、満載喫水線W . L . より下の外板に 3 次曲面が多いので、満載喫水

線W . L . より下の外板表面の 9 0 %以上でかつ 1 0 0 %以下を占める外板

を帯状板部材 2 2 ~ 2 7 、 3 1 3 5 4 1 ~ 5 0 の集合体で構成すること

が好ま しい。 この構成にすると、従来船において比較的曲げ加工が多い外板

部分を帯状板部材 2 2 ~ 2 7 、 3 1 3 5 4 1 ~ 5 0 で形成することにな

るので、加工工数の低減効果が大きくなる。なお、帯状板部材の占める割合

を船体の満載喫水線W . L . より下の外板表面積の 9 0 %未満 とすると、 3

次曲げを必要 とする面が残 り、 ぎよう鉄作業やプレス作業の減少効果が少な

く、性能悪化の影響が大きくな り、 この構成にするメ リッ トが減少する。



[0035] また、少なくとも船首又は船尾の一方 （この実施の形態では両方）におけ

る満載喫水線W. L . 下の帯状板部材 2 2 ~ 2 7 、 4 3 5 0 の隣接する相

互間の接合部 （ナックル）のうちの好ましくは8 0 %以上でかつ 1 0 0 %以

下の接合部において、隣接する帯状板部材 2 2 ~ 2 7 、 4 3 ~ 5 0 が船体横

断面内でなす角度 （ナックル角） （図3 及び図 5 に示す ) を9 0 度より大

きく2 7 0 度未満とすると、接合部を跨 ぐときの角度が小さくなり、より抵

抗増加を抑えることができる。なお、ナックル角を9 0 度以下又は2 7 0 度

以上とすると、接合部 （ナックル部）で流れが屈折する角度が急になり抵抗

増加の抑制が不十分となる。また、更なる抵抗低減効果のために、ナックル

角は 1 3 0 度以上 2 3 0 度以下の範囲にあることが望ましい。一方で、ナツ

クル角を 1 7 0 度以上 1 9 0 度以内とすると、帯状板部材の分割数が増え、

工数が増加 し、メリッ卜が少なくなる。

[0036] 更に、少なくとも船首又は船尾の一方 （この実施の形態では両方）におけ

る満載喫水線W. L . 下の帯状板部材 2 2 ~ 2 7 、 4 3 5 0 の隣接する相

互間の接合部 （ナックル）の好ましくは8 0 %以上でかつ 1 0 0 %以下を船

体中央部 3 0 のビルジ部 3 2 3 5 に直接又はほかの接合部を介 して接続 し

て構成する。これにより、帯状板部材 2 2 ~ 2 7 、 4 3 ~ 5 0 の接合部をビ

ルジ部 3 2 3 5 に収束させて、この接合部を流線が跨 ぐときの角度を小さ

くするように構成することができるので、抵抗増加を抑えることができ、推

進性能の悪化を極力避けることができる。この構成により、平面や円筒面等

の単純な面の切り貼り構造 （単純な面パッチの組み合わせ構造）に比べて抵

抗増加を少なくすることができる。

[0037] 従って、 3 次元曲げの曲面を持つ従来船の優れた性能を有する船舶に対 し

ても、性能の劣化を防止 しながら、その外板表面を容易に帯状板部材の集合

体で近似できるようになる。

[0038] また、図3 及び図 5 に示す点線のように、帯状板部材 2 1 ~ 2 7 、 4 1 ~

5 0 の 2 次元曲げ加工で形成可能な面の曲げの軸を、船体横断面内にあり、

かつ、平行であるように形成すると、つまり、軸を示す点線が、同一の帯状



板部材 2 1 ~ 2 7 、 4 1 ~ 5 0 内で平行になるように形成すると、対象 とす

る船体形状 に対 して、元々の複雑な曲面で構成 された船体形状 を、帯状板部

材 2 1 ~ 2 7 、 4 1 ~ 5 0 の集合体に置 き替える作業がより単純化する。 こ

れにより、船体を正面線図で見て、各帯状板部材 2 1 ~ 2 7 、 4 1 ~ 5 0 の

船体長手方向に垂直な断面が船体前後方向にわたつてそれぞれ平行になる。

つまり、船体の正面か ら見たときのそれぞれの帯状板部材 2 2 7 4 1

~ 5 0 における横断面の傾斜 β が一定 となる。

[0039] また、船首側の満載喫水線W . L . よ り上方は、船首 フレア等比較的単純

な形状が多いが、船首側の満載喫水線W . L . よ り下方の外板 に関 して、従

来技術では 3 次元曲げの曲面が使用されることが多いので、満載喫水線W .

L . よ り下で、かつ、船首端の位置 と船首垂線か ら垂線間長の 0 . 1 倍の距

離後方の位置 との間において、船体の外板表面の 5 0 % 以上でかつ 1 0 0 %

以下を占める外板 を、帯状板部材 2 2 ~ 2 7 で形成することが好ま しく、例

えば、図 3 及び図 4 に示すように、船首側の帯状板部材 2 2 ~ 2 7 で形成す

る。なお、帯状板部材の占める割合を船首側部分の外板表面積の 5 0 % 未満

とすると、 3 次曲げを必要 とする面が残 り、 ぎょう鉄作業やプレス作業の減

少効果が少な く、性能悪化の影響が大 きくな り、 この構成 にするメ リッ トが

減少する。

[0040] よ り詳細には、船首 フレア部分を船首側の帯状板部材 2 1 で形成 し、その

下のナ ックルラインか ら下を船首側の帯状板部材 2 2 で形成する。 また、船

首バル ブの上面を船首側の帯状板部材 2 3 、側面を船首側の帯状板部材 2 2

か ら分岐 した帯状部材 2 2 a と船首側の帯状板部材 2 4 、 2 5 で、更に下面

を船首側の帯状板部材 2 6 で形成する。そ して、底面を船首側の帯状板部材

7 で形成する。 この船首側の帯状板部材 2 7 の前端近傍部分は上方に曲げ

られている。

[0041 ] また、船首バル ブに関 しては、船首部の帯状板部材 2 3 を追加することで

、船首バル ブを設けることが容易にできるようになる。 この場合、 この帯状

板部材 2 3 が ビルジ部 まで延びていかないように、隣接する帯状板部材 2 2



、 2 4 との接合部 （ナ ックル）のラインを点に集約 した り、若 しくは、接合

部のラインが集約する部分 に 3 次元曲げで形成 される曲面状の板部材 を設 け

た りする。 これによ り、船首バル ブ形状 を容易に形成することがで き、船首

ノくル プの効果 を得 ることがで きる。

[0042] この側面 を形成する船首側の帯状板部材 2 4 、 2 5 と下面 を形成する船首

側の帯状板部材 2 6 は船体平行部 3 0 の ビルジ部 を形成する平行部の帯状板

部材 3 2 、 3 3 、 3 4 にそれぞれ接続する。 また、底面 を形成する船首側の

帯状板部材 2 7 は、船体平行部 3 0 の底面 を形成する平行部の帯状板部材 3

5 に接続する。 これによ り、帯状板部材 2 4 、 2 5 、 2 6 の接合部 （ナ ック

ル）を ビルジ部 3 2 、 3 3 、 3 4 に収束 させて、 この接合部 を流線が跨 ぐと

きの角度 を小さ くするように構成する。

[0043] この船首側の帯状板部材 2 ~ 2 7 の個数 は、 この実施の形態の船舶 1 0

では両舷で 1 3 個であるが、 9 個以上 1 7 個以下が好 ま しい。 9 個未満であ

ると形状が単純化 し、船舶の性能が低下する恐れが生 じ、 1 7 個以上 になる

と接合部分が多 くな り、建造工数が増加する。

[0044] この船首側 は、従来船 において、特 に複雑な曲げ加工 を必要 とする船首バ

ル プ等 を持 っていることが多 く、 この船首部分の外板部分 を帯状板部材 2

~ 2 7 で形成することになるので、加工工数の低減効果が著 しく大 きくなる

[0045] そ して、図 1 〜図 6 に示すように、横断面が同 じ船体平行部 3 0 を平面の

面 しか持たない平行部の帯状板部材 3 ~ 3 5 で形成 し、 ビルジ部分の横断

面形状 を多角形形状 とする。垂直な船体側面 を平行部の帯状板部材 3 で形

成 し、船底 を平行部の帯状板部材 3 5 で形成する。 この平行部の帯状板部材

3 と平行部の帯状板部材 3 5 の間の ビルジ部 を 3 枚の平行部の帯状板部材

3 2 、 3 3 、 3 4 で形成する。つまり、半円部分 を 3 つの平面の平行部の帯

状板部材 3 2 、 3 3 、 3 4 で形成する。横断面 において、 3 辺の長 さを同 じ

にすると、 3 枚の平行部の帯状板部材 3 2 、 3 3 、 3 4 は同 じ寸法 となるの

で、板取や板の切 り出 しが容易 となる。



[0046] この平行部の帯状板部材 3 ~ 3 5 の個数は、この実施の形態の船舶 1 0

では両舷で 9 個であるが、 7 個以上 1 3 個以下が好ましい。 7 個未満である

と形状が単純化 し、船舶の性能が低下する恐れが生 じ、 1 3 個以上になると

接合部分が多くなり、建造工数が増加する。

[0047] この構成によれば、従来技術では横断面形状のビルジ部が円弧形状で、曲

げ加工が必要であった部分を平面の集合体で形成できるので、板部材の切断

と溶接のみで制作できるようになり、曲げ加工及び曲げ加工用の設備が不要

となる。この船体平行部が船体に占める割合は、船速が遅 くてもよいタン力

—船等の大型肥大船では非常に大きいので、著 しく加工工数を減少できる。

[0048] また、船尾側の満載喫水線W. L . より上方は比較的単純な形状が多いが

、船尾側の満載喫水線W. L . より下方の外板に関 して、従来技術では3 次

元曲げの曲面が使用されることが多いので、満載喫水線W. L . より下で、

かつ、船尾端の位置と船首垂線から垂線間長の 0 . 1 倍の距離前方の位置と

の間において、船体の外板表面の 5 0 %以上でかつ 1 0 0 %以下を占める外

板を、帯状板部材で形成することが好ましく、例えば、図 5 及び図 6 に示す

ように、船尾側の帯状板部材 4 1 ~ 5 0 で形成する。なお、帯状板部材の占

める割合を船尾側部分の外板表面積の 5 0 %未満とすると、 3 次曲げを必要

とする面が残り、ぎょう鉄作業やプレス作業の減少効果が少なく、性能悪化

の影響が大きくなり、この構成にするメリットが減少する。

[0049] より詳細には、船尾側面を船尾側の帯状板部材 4 1 で形成 し、船尾端部で

平面形状が多い 卜ランサムを船尾側の帯状板部材 4 2 で形成する。そして、

上側の船底側部を船尾側の帯状板部材 4 3 、 4 4 、 4 5 で形成 し、下側の船

底側部を船尾側の帯状板部材 4 6 、 4 7 、 4 8 、 4 9 で形成 し、船底を船尾

側の帯状板部材 5 0 で形成する。

[0050] この側面を形成する平面の船尾側の帯状板部材 4 は 卜ランサムを形成す

る船尾側の帯状板部材 4 2 に接続する。また、上側の船底側部を形成する船

尾側の帯状板部材 4 3 、 4 4 、 4 5 も 卜ランサムを形成する船尾側の帯状板

部材 4 2 に接続する。一方、下側の船底側部を形成する船尾側の帯状板部材



4 6 、 4 7 、 4 8 、 4 9 は左舷側 の部 材 と右舷側 の部 材 が互 い に接続 して船

尾端 を形成 して い る。 この船 尾端 に プ ロペ ラ軸 が挿 入 され るス タ ンチ ュ一 プ

(図示 しな い） が設 け られ る。

[0051 ] また、 この船 尾 の ス タ ンチ ュー ブ周 りの形状 を作 るため に、 帯状板部 材 4

6 、 4 7 、 4 8 を設 けるが、 この帯状板部 材 4 6 、 4 7 、 4 8 を、 図 5 及び

図 6 の構成 で は平 行部 3 0 まで延 ば して い るが、 その手前 （船 尾側 ） の適 当

な ところで、 点 に集約 し、 帯状板部 材 を閉 じて もよい。 また、 帯状板部 材 の

接 合部 の ライ ンが集約 す る部 分 に 3 次元 曲 げで形成 され る曲面状 の板部 材 を

設 けて もよい。 これ によ り、推 進器へ の水 の流 れ をも とも との船 型 にお ける

3 次元 曲 げで構成 され た形状 の特徴 を、 この船舶 1 0 の船 型 で も反 映 す る こ

とが可能 とな る。

[0052] —方、船 尾部 4 0 と船 体平 行部 3 0 との接続 に関 して は、 図 6 に示 す よ う

に、船 尾側 面 を形成 す る船 尾側 の帯状板部 材 4 が船 体平 行部 3 0 の側 面 を

形成 す る平 行部 の帯状板部 材 3 に接続 し、 上側 の船 底側部 を形成 す る船 尾

側 の帯状板部 材 4 3 、 4 4 と、 下側 の船 底側部 を形成 す る船 尾側 の帯状板部

材 4 9 は船 体平 行部 3 0 の ビル ジ部 を形成 す る平 行部 の帯状板部 材 3 2 、 3

3 、 3 4 にそれ ぞれ接続 す る。 また、 底面 を形成 す る船 尾側 の帯状板部 材 5

0 は、船 体平 行部 3 0 の底面 を形成 す る平 行部 の帯状板部 材 3 5 に接続 す る

[0053] な お、 上側 の船 底側部 を形成 す る船 尾側 の帯状板部 材 4 5 と、 下側 の船 底

側部 を形成 す る船 尾側 の帯状板部 材 4 6 、 4 7 、 4 8 は、船 尾側 の帯状板部

材 4 4 と船 尾側 の帯状板部 材 4 9 との間で船首側 に行 くにつれ て細 くな り一

点 にな る。

[0054] これ によ り、 帯状板部 材 4 2 ~ 4 9 の接 合部 （ナ ックル ） を ビル ジ部 3 2

、 3 3 、 3 4 に収 束 させ て、 この接 合部 を流線 が跨 ぐときの角度 を小 さ くす

るよ うに構成 す る。

[0055] この船 尾側 の帯状板部 材 4 ~ 5 0 の個数 は、 この実施 の形 態 の船舶 1 0

で は両舷 で 1 7 個 であ るが、 1 3 個 以上 2 1個 以 下 が好 ま しい。 1 3 個 未満



であると形状が単純化 し、船舶の性能が低下する恐れが生 じ、 2 1個以上に

なると接合部分が多くなり、建造工数が増加する。

[0056] この船尾側は、従来船において、船首部分の次に、曲げ加工を必要とする

複雑な船尾形状をしていることが多く、 この船尾部分の外板部分を船尾側の

帯状板部材 4 ~ 5 0 で形成することになるので、加工工数の低減効果が著

しく大きくなる。

[0057] 従って、上記の構成の船舶 1 0 によれば、 3 次元曲げの曲面を持つ従来船

の優れた性能を有する船舶に対 しても、性能の劣化を抑制 しながら、その外

板表面を容易に帯状板部材 2 1 ~ 2 7 、 3 1 3 5 4 1 ~ 5 0 の集合体で

近似できるようになる。

[0058] そ して、船舶 1 0 の推進性能の低下を抑制 しながら、外板表面の板部材の

加工において熟練技術者によるぎよう鉄作業やプレス加工作業等の工数を著

しく少なくすることができる。

産業上の利用可能性

[0059] 本発明の鋼船又は軽合金船によれば、鋼船の推進性能の低下を抑制 しなが

ら、鋼船の外板表面の板部材の加工において熟練技術者によるぎよう鉄作業

やプレス加工作業等の工数を著 しく少なくすることができるので、多くの船

舶として利用できる。

符号の説明

[0060] 0 船舶 （鋼船又は軽合金船）

0 船首側部分

2 1 7 船首側の帯状板部材

3 0 船体平行部

3 1 3 5 平行部の帯状板部材

0 船尾側部分

4 1 5 0 船尾側の帯状板部材



請求の範囲

推進装置 を装備する鋼船又は軽合金船 において、主船体の外板表面

積の 9 0 %以上でかつ 1 0 0 %以下を占める外板 を、 2 次元曲げ加工

で形成可能な面 と平面のいずれかの面又は両方の面 しか持たず、かつ

、船体長手方向に延びる帯状板部材で形成することを特徴 とする鋼船

又は軽合金船。

満載喫水線 よ り下の外板表面の 9 0 % 以上でかつ 1 0 0 % 以下を占

める外板 を、前記帯状板部材で形成 した ことを特徴 とする請求項 1 に

記載の鋼船又は軽合金船。

少な くとも船首又は船尾の一方 における満載喫水線下の前記帯状板

部材の隣接する相互間の接合部 において、隣接する前記帯状板部材が

船体横断面内でなす角度 を 9 0 度 よ り大 きく 2 7 0 度未満 と した こと

を特徴 とする請求項 1又は 2 に記載の鋼船又は軽合金船。

少な くとも船首又は船尾の一方 における満載喫水線下の前記帯状板

部材の隣接する相互間の接合部 を船体中央部の ビルジ部 に直接又はほ

かの接合部 を介 して接続 して構成 した ことを特徴 とする請求項 1 ~ 3

のいずれか 1項 に記載の鋼船又は軽合金船。

満載喫水線 よ り下で、かつ、船首端の位置 と船首垂線か ら垂線間長

の 0 . 1倍の距離後方の位置 との間において、船体の外板表面の 5 0

% 以上でかつ 1 0 0 %以下を占める外板 を、前記帯状板部材で形成 し

た ことを特徴 とする請求項 1 ~ 4 のいずれか 1項 に記載の鋼船又は軽

合金船。

船首バル ブの部分 に関 して、船首部の帯状板部材 を追加すると共 に

、該追加 した帯状板部材が前記 ビルジ部 まで延びていかないように、

該追加 した帯状板部材 と隣接する帯状板部材 との間の接合部 を点に集

約するか、若 しくは、該追加 した帯状板部材 と隣接する帯状板部材 と

の間の接合部が集約する部分 に 3 次元曲げで形成 される曲面状の板部

材 を設 けた ことを特徴 とする請求項 1 ~ 5 のいずれか 1項 に記載の鋼



船又は軽合金船。

満載喫水線 よ り下で、かつ、船尾端の位置 と船尾垂線か ら垂線間長

の 0 . 1 倍の距離前方の位置 との間において、船体の外板表面の 5 0

% 以上でかつ 1 0 0 % 以下を占める外板 を、前記帯状板部材で形成 し

た ことを特徴 とする請求項 1 ~ 6 のいずれか 1 項 に記載の鋼船又は軽

合金船。

船尾のスタンチュープ周 りに関 して、船尾のスタンチュープ周 りの

形状 を作 るための帯状板部材 を、平行部 まで延ばすか、 も しくは、前

記平行部 よ り船尾側の部位で、点に集約 して、 当該帯状板部材 を閉 じ

るか、若 しくは、 当該帯状板部材の接合部が集約する部分 に 3 次元曲

げで形成 される曲面状の板部材 を設 けた ことを特徴 とする請求項 1 ~

のいずれか 1 項 に記載の鋼船又は軽合金船。

船体平行部 を平面の面 しか持たない前記帯状板部材で形成 し、 ビル

ジ部分の横断面形状 を多角形形状 と した ことを特徴 とする請求項 1 ~

8 のいずれか 1 項 に記載の鋼船又は軽合金船。

船体 を正面線図で見て、 それぞれの前記帯状板部材の船体長手方向

に垂直な断面が船体前後方向にわた つて、 その帯状板部材で平行 にな

ることを特徴 とする請求項 1 ~ 9 のいずれか 1 項 に記載の鋼船又は軽

合金船。
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